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げる3。本研究では、筑波大学（代表：辻中豊教授、現在東海大学教授）の JIGS（Japan Interest 












編 2003；村松・稲継編 2009；辻中・山本・ペッカネン編 2009；辻中豊・伊藤編 2010；



























































不満である」を、社会団体調査では問 235（設問表では Q23）の枝設問 B「政策全般（自
治体）」によって、「5．非常に満足、4．満足、3．ある程度、2．不満、1．非常に不満」
を、尋ねている。加えて、NPO 調査では、社会団体調査と同様の設問項目（5 件法のリ
















れてきた（Brudney and England 1982；Kelly and Swindell 2002a；Kelly 2003）。 
それによれば、政策満足度は必ずしもいたずらに測られた指標ではない。上記の先行














































































づく「協働の場」という考え方を指すとしている（平成 22 年 6 月 4 日第 8 回「新しい公














































































15 総合行政主体としての見方は、平成 20 年 3 月 2 日の「全国町村会」のコラムに於い
て、大森彌によれば、「地方自治法第 1 条の 2 第 1 項（「地方公共団体は、住民に福祉の
増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を
広く担うものとする。」）に係わっている」（全国町村会 online:2671.htm）としている









































































                                                        


















































































   
 序章 序論：本研究課題を取り上げ、ローカル・ガバナンスの研究枠組みから分析するアプローチを提示 
   
 第 1 章 研究対象である東京・特別区の概況と本研究課題で取り上げている問題の意義を明確に説明  
   
 第 2 章 ローカル・ガバナンスとソーシャル・キャピタルの観点から市民にとって効果的な政策運営に関する仮説を導出  
   
 第 3 章 2 章で導き出された仮説を分析し、協働と自治体のネットワーク管理の役割の効果を実証 
   
 第 4 章 2 章で導き出された仮説を分析し、ローカル・ガバナンスの非制度的要因としてのソーシャル・キャピタルの効果を実証  
   
 第 5 章 本研究から得られた知見を集約し、東京・特別区の政策満足度に地域差が生じる原因に答え、研究の展望を提示する  
出所）筆者作成 
図 0-3 各章の役割と意義 
前節による分析アプローチを確定した上で、筆者は 6 章立ての論文を構成し、本論文の















































図 0-4 分析に用いるデータ 
 
                                                        
18 JIGS（Japan Interest Group Study）研究プロジェクトとは、日米独韓における地球環境政








区分 自治会調査 社会団体調査 NPO調査 市区町村調査
調査機関 2006.8～2007.2 2006.12～2007.3 2006.12～2007.3 2007.8～2007.12
対象 自治会の長 団体のリーダー 団体のリーダー 4部署の行政職員









調査票配布数（b） 33,438 91,101 23,403 7,308
回収数（c) 18,404 15,791 5,127 4,550



















国に、およそ 30 万団体（294,359 団体）いるとされている20。なお、自治会調査の母集団は、
2006 年を調査時点としているので、総務省自治行政局行政課が推計した 2003 年時点の『地
縁による団体の許可事務の状況等に関する調査結果』によれば、296,770 団体となっている。














本編（2012：287-292）の「付録 1 NPO 調査の設計と実施」が参考になる。 
                                                        
20 団体数のデータに関しては、辻中・ペッカネン・山本編（2009：23）が引用した総務省
自治行政局行政課（2008）による『地縁による団体の認可事務の状況等に関する調査結果』
の数値に基づいている。なお、自治会数について、直近の推計値は平成 25 年 4 月 1 日現在
の総務省の推計結果が公表されている（http://www.soumu.go.jp/main_content/000307324.pdf、
平成 30 年 8 月 8 日アクセス。）それによると、平成 25 年 4 月 1 日現在では、自治会数（許
認可地縁団体を含む）は、298,700 団体となっている。なお、許認可地縁団体数は同様に
平成 25 年 4 月 1 日現在の数値では 44,008 団体となっている 
21 母集団数の処理方法については、①i タウンページに登録されている「組合・団体」は平
成 17 年 12 月現在で N=199,856 団体から、②「団体と認められない登録情報（店舗、工場、
























 加えて、社会団体調査の方法としては、辻中・森（2010：343）の「付録 1 JIGS2 調査
の設計と実施」が参考になる。2005 年 12 月時点の i タウンページを用いて、母集団数を
特定し、2006 年 11 月から 2007 年 3 月にかけて、全数サンプルを対象に、郵送による配布
を行った。配布数は N=91,101（回収数 N=15,791、回収率 17.3％）となっており、回収率
は自治会調査結果より大きく下がるが、1 万 5 千以上の有効回答結果が得られている。そ
して、NPO 調査とは、社会団体調査の枠組みを踏襲した NPO 法人の実態を調査したもの
であるので、主に内閣府・都道府県で認定された NPO 法人を対象に調査を行った。配票数
は、N=23,403（回収数 N=5,127、回収率 21.9％）となっており、2 割程度の回収率となっ
ているが、5 千以上の有効回答数が得られている。 



















































歴、交際関係、イデオロギー））を尋ねている（辻中 森編 2010：354-366）。 
 
（３）NPO 調査 
































表 0-1 分析対象地域の一覧 
分析対象地域一覧       
特別区＼調査 自治会 非営利組織 自治体 特別区＼調査 自治会 非営利組織 自治体 
千代田区  〇 〇 渋谷区  〇  
中央区  〇  中野区 〇 〇 〇 
港区  〇  杉並区 〇 〇 〇 
新宿区  〇 〇 豊島区  〇 〇 
文京区 〇 〇 〇 北区 〇 〇 〇 
台東区  〇 〇 荒川区  〇  
墨田区 〇 〇 〇 板橋区 〇 〇 〇 
江東区 〇 〇 〇 練馬区  〇  
品川区  〇 〇 足立区 〇 〇 〇 
目黒区 〇 〇 〇 葛飾区 〇 〇 〇 
大田区 〇 〇  江戸川区  〇  
世田谷区 〇 〇 〇        
        合計 12 23 17 
出所）筆者作成       
筆者は、分析を行う前に、幾つかの加工作業を行っている。JIGS2 データは前述したよ
うに、全国の市区町村を対象としている。それ故、1）研究に用いる地域の抽出作業として、






























































表 0-2 非営利組織・自治会数の分布（東京・特別区） 














2005 2005 2005 2006-07 2018 2006-07 
度数 度数 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 
千代田区 355 1603 1958 14.5 412 18.5 109 2.6 - - 
中央区 257 1026 1283 9.5 264 11.9 176 4.2 - - 
港区 434 1390 1824 13.5 359 16.1 230 5.4 - - 
新宿区 434 916 1350 10.0 225 10.1 - - - - 
文京区 181 481 662 4.9 132 5.9 154 3.6 27 7.3 
台東区 104 487 591 4.4 104 4.7 199 4.7 - - 
墨田区 41 178 219 1.6 29 1.3 167 3.9 30 8.1 
江東区 84 260 344 2.5 39 1.8 278 6.6 42 11.4 
品川区 115 282 397 2.9 59 2.7 203 4.8 - - 
目黒区 97 135 232 1.7 37 1.7 82 1.9 9 2.4 
大田区 109 305 414 3.1 40 1.8 217 5.1 43 11.7 
世田谷区 231 274 505 3.7 53 2.4 197 4.6 32 8.7 
渋谷区 311 590 901 6.7 134 6 105 2.5 - - 
中野区 113 156 269 2.0 29 1.3 112 2.6 12 3.3 
杉並区 186 203 389 2.9 48 2.2 161 3.8 21 5.7 
豊島区 161 350 511 3.8 66 3 129 3.0 - - 
北区 72 153 225 1.7 21 0.9 182 4.3 19 5.1 
荒川区 42 134 176 1.3 16 0.7 120 2.8 － - 
板橋区 99 184 283 2.1 32 1.4 220 5.2 27 7.3 
練馬区 142 163 305 2.3 44 2 250 5.9 - - 
足立区 90 180 270 2.0 34 1.5 434 10.2 73 19.8 
葛飾区 42 129 171 1.3 20 0.9 238 5.6 34 9.2 
江戸川区 77 167 244 1.8 29 1.3 276 6.5 - - 
合計 3777 9746 13523 100.0 2226 100 4239 100 369   
出典）1：内閣府（2006）「NPO 法人リスト（東京）」、2：NTT 番号情報（株）i タウンページ（2006）「組合・団体数（重複記載団体、解散団体、認めら
れない登録情報を除く）」4：辻中（2006）「団体基礎構造に関する調査」、6：辻中（2006）「町内会・自治会など近隣住民組織に関する全国調査」、
但し、5：自治会数（2018）は各自治体 HP 調べ。 
表 0-3 観察可能な自治会の分布状況（東京・特別区） 
  自治会数（母集団） 自治会（回収サンプル） 
  2018 2006-07 
  度数 ％ 度数 ％ 
文京区 154 6.3 27 7.3 
墨田区 167 6.8 30 8.1 
江東区 278 11.4 42 11.4 
目黒区 82 3.4 9 2.4 
大田区 217 8.9 43 11.7 
世田谷区 197 8.1 32 8.7 
中野区 112 4.6 12 3.3 
杉並区 161 6.6 21 5.7 
北区 182 7.5 19 5.1 
板橋区 220 9.0 27 7.3 
足立区 434 17.8 73 19.8 
葛飾区 238 9.7 34 9.2 
合計 2442   369   












り上げて、その状況を説明する。具体的には、東京 23 区の地理的分布を図 1-1（36 頁）に
示す。そして、本研究の主要な問題である東京・特別区における政策満足度の地域差の状























東京の基礎自治体は現在では 26 市、5 町、8 村となっており、首都圏機能を担う、市と同
等の基礎的な自治体が 23 区の特別区である。特別区全体の人口・世帯数（国勢調査）は
2015 年時点では、927 万 2,740 人、世帯数は 480 万 1,194 世帯となっており、1985 年（人






区別の概況に関しては規模から次のことがいえる。筆者は、平成 18 年 1 月時点の住民
基本台帳による人口および可住地面積をもとに、人口密度を算出し、加えて人口１万人当
たりの一般行政職員数の算出を行った（表 1-3・表 1-4 を参照）。 




や練馬区（68 万 6237 人）、そして過去 30 年間で 3 ㎢ほど埋め立てを行って拡大した大田






























































































ックス回転）を実行した。その結果は表 1-1 に示している。表は分析に用いられた 17 変数
が 4 因子に縮減された各主成分と、各主成分得点を説明する各変数の因子負荷量を示して












28 なお、2008 年時点のデータが収集できなかったものに関しては、2008 年時点に近いデ











4 つの地域にグルーピングするという作業を行った。これは 23 区を主成分 1 が突出した地
域、主成分2が突出した地域という様な意味を成す 4地域に類型していることを意味する。 
表 1-1 東京・特別区の地域特性（１）（主成分分析：バリマックス回転） 
回転後の成分行列     
精度 




1 2 3 4 
類型 
下町地域 都心部 下町・山の手 混在地域 山の手地域 
9 区 3 区 6 区 5 区 
39.1% 13.0% 26.1% 21.7% 
Z ホワイトカラー比率（H17） -0.895 0.323 -0.132 -0.189 
Z 第二次産業事業所数比率（H16） 0.878 -0.248 -0.152 0.243 
Z 第三次産業事業所数比率（H16） -0.877 0.249 0.154 -0.244 
Z 最終学歴（大卒・短大）割合（H16） -0.849 0.255 -0.185 -0.115 
Z 女親と子供世帯比率（H17） 0.816 0.177 -0.102 0.489 
Z 労働力率（H17） 0.800 0.074 -0.051 0.118 
Z 一世帯当たり人員（H17） 0.752 -0.085 -0.425 0.467 
Z 核家族世帯比率（H17） 0.685 -0.066 -0.501 0.494 
Z 年少人口率（H17） 0.669 0.099 -0.657 0.206 
Z 認知刑法犯罪件数／人口（万人） -0.186 0.886 0.342 0.046 
Z 可住地面積当たり人口密度（H18）  0.005 -0.872 0.337 -0.087 
Z 一万人当たり一般行政職員数（H18） -0.276 0.856 0.333 0.055 
Z サービス業就業者比率（H17） -0.052 0.241 0.893 -0.103 
Z 老年人口率（H17） 0.287 -0.030 0.690 0.584 
Z65 歳以上単独世帯比率（H17） 0.539 -0.086 0.160 0.783 
Z 持ち家比率（H17） 0.239 0.308 -0.219 0.775 
固有値 6.392 2.791 2.662 2.504 
負荷量平方和 39.953 17.442 16.640 15.649 
因子抽出法: 主成分分析 （バリマックス回転）     
出所）筆者作成     
表 1-2 東京・特別区の地域特性（２）主成分得点結果 
区分 
主成分１ 主成分２ 主成分３ 主成分４ 
家族・労働 治安・規模 商業・高齢者 老年・住宅 
下町地域 都心部 下町・山の手混在 山の手地域 
足立区 1.674 0.082 -0.211 0.514 
江戸川区 1.541 0.232 -1.830 -1.696 
葛飾区 1.428 0.040 -0.384 0.817 
墨田区 1.426 -0.260 0.514 0.016 
荒川区 1.099 -0.582 0.816 0.756 
江東区 0.775 0.304 -1.311 0.019 
大田区 0.656 0.087 -0.817 -0.350 
板橋区 0.529 -0.477 -0.176 -0.087 
品川区 0.085 -0.222 -0.004 -0.794 
千代田区 -0.324 3.884 0.307 0.816 
中央区 -0.734 1.293 -0.033 -1.403 
港区 -1.408 0.788 -0.068 0.286 
台東区 0.267 -0.066 2.043 1.817 
豊島区 -0.166 -0.496 1.782 -0.439 
新宿区 -0.276 -0.048 1.255 -1.505 
北区 0.408 -0.587 1.031 0.121 
中野区 -0.673 -0.980 0.764 -1.410 
渋谷区 -0.951 0.239 0.494 -0.692 
練馬区 -0.874 -0.797 -1.226 2.362 
文京区 -0.926 -0.518 -0.761 0.211 
目黒区 -1.006 -0.593 -0.399 0.405 
世田谷区 -1.181 -0.522 -1.320 0.328 
杉並区 -1.369 -0.799 -0.466 -0.091 
出所）筆者作成    
30 
 
表 1-1 の分析結果によると、23 区は次の特徴によって分けることができる。なお、各特


































































表 1-3 記述統計―東京・特別区の社会地図分析変数一覧（１） 
性質（操作化） 治安 家族的地位特性 活力特性 産業構造 






















  件数 世帯数 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
  H17 H17 H17 H17 H17 H17 H17 H17 H18 H18 
23 区全体 269.40 2.02 46.00 46.72 6.42 10.08 20.93 18.77 16.70 83.26 
千代田区 1128.71 1.98 53.00 45.21 7.38 10.38 21.38 20.16 8.17 91.80 
中央区 388.85 1.76 43.00 38.25 5.05 8.88 14.49 16.26 6.03 93.95 
港区 392.11 1.78 48.60 39.17 5.79 9.24 18.17 17.75 6.60 93.37 
新宿区 399.45 1.75 35.60 36.34 5.14 7.91 17.42 18.56 8.92 91.06 
文京区 146.33 1.92 46.90 43.03 5.67 9.70 17.75 18.31 15.25 84.75 
台東区 379.14 2.05 55.60 46.38 7.10 9.03 27.94 22.83 18.55 81.44 
墨田区 191.63 2.14 48.20 50.87 7.49 10.58 24.00 20.18 31.94 68.04 
江東区 160.57 2.21 48.50 57.22 7.76 11.45 22.67 17.28 23.44 76.53 
品川区 236.02 1.94 44.60 43.75 5.88 9.32 17.65 17.96 17.16 82.82 
目黒区 137.53 1.96 48.00 45.87 5.79 9.09 19.45 17.56 11.13 88.80 
大田区 151.31 2.10 47.70 49.76 6.36 11.13 20.13 18.38 25.41 74.57 
世田谷区 144.51 1.98 49.70 46.25 5.49 10.29 17.13 16.90 10.51 89.31 
渋谷区 433.29 1.76 41.50 37.36 5.01 7.87 17.06 18.14 6.29 93.68 
中野区 180.33 1.79 33.90 37.01 5.06 8.32 15.11 18.19 10.76 89.21 
杉並区 145.18 1.86 40.50 40.56 4.97 8.89 17.23 18.61 9.45 90.49 
豊島区 360.05 1.83 41.90 38.44 5.46 7.41 21.76 19.62 10.84 89.14 
北区 172.95 2.02 38.50 46.99 7.18 9.40 24.24 21.64 17.32 82.66 
荒川区 183.52 2.19 50.80 51.17 7.66 10.61 24.98 20.80 31.76 68.23 
板橋区 171.53 2.09 44.90 50.36 6.95 10.76 22.40 18.74 21.15 78.84 
練馬区 158.35 2.29 51.20 58.71 6.68 11.56 28.85 18.89 16.78 83.16 
足立区 203.80 2.34 48.90 58.44 8.50 12.87 27.79 19.78 25.70 74.28 
葛飾区 161.10 2.35 52.50 58.22 8.20 12.58 26.51 19.85 27.34 72.64 
江戸川区 170.05 2.30 43.90 55.25 7.01 14.51 17.26 15.39 23.67 76.28 
データ元：１）    認知刑法犯罪件数（H19）＝H19『警視庁の統計』、人口（H19）＝H19『住民基本台帳』     
      ：２～6、8）「1 世帯当たり人員」、「核家族世帯数（H17）」、「女親と子供から成る世帯（H17）」、「一般世帯数（H17）」、「持ち家比率（H17）」、「人口総数（H17）」 
「H1「年少人口（H17）」＝H17『東京都の人口』 
      ：７）    「65 歳以上高齢者単独世帯数（H17）」＝「特別区における単独世帯等の状況－「特別区の低所得者の実態と支援」基礎調査―」
（https://www.tokyo-23city.or.jp/research/jishu/document/2009_07_setai.pdf、平成 30 年 7 月 29 日アクセス） 
      ：9～10） 「第二次産業事業所（H18）」、「第三次産業事業所（H18）」、「事業所数（H18）」＝H18『都道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計体系）』 
表 1-4 記述統計―東京・特別区の社会地区分析変数一覧（２） 
性質（操作化） 経済社会状況 コミュニティ歴史 規模 
社会的 
異質性 















  ％ ％ ％ ％ 年数 職員数 人口密度 ％ 
  H17 H17 H17 H22 H18 H18 H18 H17 
23 区全体 56.92 28.76 11.43 38.01 1979.74 79.25 138.63 166.42 
千代田区 58.06 32.95 12.06 48.05 1967.97 202.95 3975.86 2047.3 
中央区 55.76 32.81 12.75 48.86 1956.66 121.98 10115.76 659.50 
港区 46.06 33.40 12.37 41.88 1980.83 101.79 9670.65 489.40 
新宿区 53.13 29.60 12.88 37.28 1974.95 82.50 16760.07 253.50 
文京区 57.39 31.62 9.90 47.22 1971.69 79.05 16563.40 177.40 
台東区 60.34 25.87 13.84 32.45 1968.78 88.11 16914.70 185.60 
墨田区 64.08 25.63 11.44 31.21 1972.15 79.49 17045.50 113.60 
江東区 63.09 28.43 10.40 38.49 1979.70 55.49 10836.76 116.60 
品川区 58.87 28.79 11.46 39.17 1972.58 62.87 15185.88 146.40 
目黒区 55.93 31.87 11.10 42.83 1983.15 78.00 17425.24 109.10 
大田区 60.95 27.52 10.38 37.81 1979.43 66.06 11374.74 99.00 
世田谷区 53.65 31.54 10.15 44.24 1984.55 52.76 14212.43 89.70 
渋谷区 51.83 30.73 11.80 41.27 1978.62 92.41 13718.60 272.40 
中野区 49.59 29.97 12.11 40.86 1990.57 76.24 19774.48 92.00 
杉並区 54.29 31.51 10.43 51.61 1987.77 60.97 15502.06 84.10 
豊島区 56.69 27.96 13.08 33.11 1985.39 84.23 19366.88 162.30 
北区 58.59 27.47 11.70 33.35 1998.00 70.62 16052.80 93.00 
荒川区 58.02 24.24 12.16 31.30 1975.25 76.30 18734.90 96.30 
板橋区 59.23 27.41 10.87 33.71 1981.93 62.24 16281.54 89.90 
練馬区 51.25 28.75 9.82 39.17 1988.77 61.54 14249.11 82.40 
足立区 60.95 23.14 11.19 23.96 1990.75 55.00 12138.53 86.60 
葛飾区 62.28 24.32 11.05 27.37 1976.36 61.27 12618.66 80.70 
江戸川区 59.10 25.90 10.04 29.02 1988.08 50.89 13281.67 81.80 
データ元：11～13）「労働力人口（H17）」、「就業者数（H17）」、「ホワイトカラー職人口数（管理職数＋事務職数）（H17）」、「サービス業従業者数」＝H17『東京の人口』 
      ：14）   「最終学歴人口（H22）」、「最終学歴人口（短大・高専＋大学・大学院）（H22）」＝H22『都道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計体系）』 
      ：15）   「非営利組織・設立年（区別平均）」＝辻中（2006）「団体基礎構造に関する調査 
      ：16）   「一般行政職員数」＝H18『都道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計体系）』、「人口（住民基本台帳）」＝H18『総務省自治行政局市町村課』
（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/020918.html、平成 29 年 8 月 6 日アクセス） 
      ：17）   「人口（H18）」、「可住地面積（ha）（H18）」＝H18『東京の統計』 

















表 1-5 政策満足度の区別集計結果 















（％） （％） （平均値） （平均値） 
23 区（全体） 28.85 7.86 3.13 2.54 
千代田区 - 3.80 - 2.47 
中央区 - 5.30 - 2.66 
港区 - 2.90 - 2.56 
新宿区 - 2.60 - 2.42 
文京区 21.10  0.00 3.16 2.46 
台東区 - 8.00 - 2.64 
墨田区 15.40  12.50 3.00 2.69 
江東区 33.30  6.30 3.21 2.56 
品川区 - 5.60 - 2.50 
目黒区 50.00  11.10 3.50 2.78 
大田区 36.40  4.80 3.24 2.43 
世田谷区 25.00  8.30 3.07 2.42 
渋谷区 - 0.00 - 2.55 
中野区 22.20  9.10 3.11 2.18 
杉並区 35.00  15.00 3.35 2.50 
豊島区 - 15.00 - 2.80 
北区 26.70  0.00 3.20 2.63 
荒川区 - 0.00 - 2.10 
板橋区 38.10  10.00 3.38 2.70 
練馬区 - 7.10 - 2.39 
足立区 20.40  5.30 2.90 2.37 
葛飾区 22.60  25.00 3.06 3.00 
江戸川区 - 23.10 - 2.69 
出所）1：辻中（2006）「町内会・自治会など近隣住民組織に関する全国調査」、2・3：辻中（2006）「団体基礎構造に関する調査」 
注）1・2：5 段階評価の（満足＋やや満足（非常に満足＋満足）の割合 































33 なお、文京区、渋谷区、北区、荒川区の満足度評価は 0％となっており、4 と 5 を選択
した団体がいない。そこで、その傾向を把握するために、筆者は「3：ある程度満足してい
る」という評価までを加えて、平均値を算出し、推移が他の区と比べてどれだけ異なるの
かということを表 7 で参考値として載せている。それによると、4 と 5 の回答がなく 0％で
あった、北区（2.63）、渋谷区（2.55）は平均よりも若干高い評価がされており、ある程度
満足しているという回答までを含めた評価では、政策に対する満足度はあるようにみえる。

































35 Mann-Whitney 検定の結果、2 郡の差の検定（Mann-Whitney の U＝2313.5、p＜0.05）は
漸近有意確率（両側）5％水準で有意な結果となっている。 
36 杉並区と目黒区を括り、中野区、世田谷区を一括りにまとめてみた 2 郡の差の検定結果







図 1-1 東京 23 区の地域分布37 
出所）公益財団法人特別区協議会 HP（2018）「特別区（23 区）」 
                                                        
37 地図の境界データは総務省統計局「平成 17 年国勢調査」町丁・字等別境界データを
用いて特別区協議会が作成（https://www.tokyo-23city.or.jp/base/intro/about23ku.html、平成

























推移を次の表 1-6 に詳しく示している。 

















    政策満足度（％）     政策満足度（％） 
    非営利組織 自治会     非営利組織 自治会 
下町地域       下町・山の手混在地域     
 墨田区 12.5 15.4  新宿区 2.6 - 
 江東区 6.3 33.3  台東区 8 - 
 品川 5.6 -  渋谷区 0 - 
 大田区 4.8 36.4  中野区 9.1 22.2 
 荒川区 0 -  豊島区 15 - 
 板橋区 10 38.1  北区 0 26.7 
 足立区 5.3 20.4 山の手地域     
 葛飾区 25 22.6  文京区 0 21.1 
 江戸川区 23.1 -  目黒区 11.1 50 
都心部        世田谷区 8.3 25 
 千代田区 3.8 -  杉並区 15 35 
 中央区 5.3 -  練馬区 7.1 - 




























































































PFI 事業の有無など、計 7 項目）」、「その他（苦情処理制度やまちづくり条例などの有無、
計 8 項目）」の総計 42 項目に関する制度整備状況と導入年度を尋ねており、実態を知るた
めには十分な情報が網羅されている。「①制度的革新度」は総計 42 項目の制度整備状況（得
点）によって、「④透明度」は、上記 42 項目のうち情報公開条例や行政評価に関わる制度




































の理由書の公開、外部監査制度の項目で構成されている（計 18 項目）。 





有無など、計 5 項目）」、「環境保全（環境保全担当職員の増員（5 年前との比較）や地域環
境計画の策定の有無など計 6 項目）」、「産業振興（産業振興担当職員の増員や地元の青年































表 1-8 を参照しながら分析結果の傾向を確認することとしたい。 
                                                        
45 変数作業としては、主に制度に関する 42 項目について Z スコアを作成し合算した値と
なっている。 














部、全部、施策のみ、政策、結果の公開の内容（一部、全部、施策、政策））、事業委託制度に関する 7 項目（指定管理者制度、PFI 事業、事業採択
の理由書の公開、事業廃止の理由書の公開、窓口業務の民間委託、電話受付業務等のコールセンター委託、一部事務組合などの公務行政制
度）、その他制度に関する 8 項目（苦情処理制度、外部監査制度、バランスシートの作成、行政コスト計算書の作成、職員提案制度、庁内公募制




上記の 42 項目によって構成される「市民参加制度」（10 項目）、「情報公開制度」（9 項目）、「行政評価制度」（8 項目）、「事業委託制度」（7 項目）、








































行政革新度注 1 R                 0.632 
N           14 
制度的革新度 R 0.817                 
N 16                 
サービス充実度 R 0.792             0.602 0.572 
N 16             11 14 
制度導入：市民参加
注 2 
R   0.833           0.515   
N   16           10   
制度整備：迅速さ
注 3 
R                 -0.621 
N                 14 
透明性 R 0.754 0.739 0.586 0.657           
N 16 16 17 16           
業務委託 R 0.526 0.776 
 0.618  0.539     
N 16 16   16   17       
出所）筆者作成            
注） 1：行政革新度＝制度的革新度（Z スコア）とサービス充実度（Z スコア）を合算した値 
2：制度取組＝市民参加は、制度的革新度指標を構成するもののうち、市民参加制度の取り組み得点を意味する 
3：制度整備（迅速さ）＝各制度の取り組み得点を Z スコアに変換した合算値 
     （導入した平均年数より導入年数が早いほど（Z スコアが負の数であるほど）、制度整備が早いことを意味する） 
45 
 
表 1-8 はそれぞれの変数間の関係について R（相関係数）を統計値として関係の大小を















































































































































                                                        
50 朝日新聞社が提供している「聞蔵 II（きくぞうツー）ビジュアル」の記事検索機能は
1984 年から現在までの紙面の記事を検索することができ、それは約 140 年間の総計約 1500
万件の記事・広告が検索できる国内最大級の新聞記事データベースであることから、日本
全体の傾向を量るための最適なデータベースと判断し、本節で用いることとしている
（http://database.asahi.com.ezproxy.tulips.tsukuba.ac.jp/help/jpn/about.html、平成 30 年 8 月 18
日アクセス）。同様に、「都政新報」は本研究の研究対象である東京・特別区を対象にした
1950 年 1 月から創立し、発行されている自治体専門紙であるため、本研究で用いることと
した（http://www.toseishimpo.co.jp/modules/general/index.php?id=3、平成 30 年 8 月 18 日アク
セス）。なお、都政新報についてはデジタル版のサービス提供規約に基づいて、直近 10 年
間（2008 年 5 月から現在）の記事件数のみしか検索できない。 
51 筆者は、記事の用語検索機能を用いて、「東京」を発行社とし、「本紙」と「地域面」を
含んだ朝夕刊の朝日新聞における記事（見出しと本分を含む）を検索対象とし、1 年間の







図 1-4 都政新報・ヒットした記事（各区 AND 協働＋各区 AND まちづくり）の比率53 
では、各区の協働に関する取り組みの状況はメディアにどのように取り上げられている
のだろうか。「2008 年から 2018 年現在までの都政新報に取り上げられた先端事例に関する
記事」に関して「各年に取り上げられた記事の頻出・頻度の合計数（全体）」に占める「各
特別区の各年に取り上げられた記事の頻出・頻度数」の割合をそれぞれ算出して 23 区の比
較を行った。算出した結果は図 1-4 に示し、データ元は表 1-9 に示している。 
それによれば、まず、協働・まちづくりに関する記事は過去 10 年間で一貫して各特別
区で一定の割合で都政新報に取り上げられている。そして本研究の対象時点である 2008










年ごと記録し、2008 年から 2018 年のヒット件数の合計を全体として各年の構成比率を表
に示している 
都政新報（各区AND協働＋各区ANDまちづくりの頻出・頻度（対：23区・協働＋23区・まちづくりの総合計の％））
2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
千代田 3.8% 4.2% 4.0% 2.8% 3.4% 4.1% 4.2% 4.5% 5.2% 4.5% 4.1%
中央 1.9% 3.6% 4.8% 5.1% 4.6% 4.7% 4.4% 5.6% 5.4% 4.2% 5.2%
港 5.7% 6.1% 2.3% 5.1% 6.7% 5.5% 5.4% 4.9% 6.3% 5.2% 6.7%
新宿 5.7% 6.1% 3.1% 3.1% 6.0% 4.9% 4.0% 3.8% 5.2% 3.5% 5.2%
文京 3.8% 4.9% 2.3% 3.9% 4.4% 3.9% 4.2% 3.4% 3.9% 2.6% 3.7%
台東 2.5% 4.2% 3.4% 4.2% 3.0% 4.1% 3.6% 3.0% 3.2% 2.8% 3.7%
墨田 7.5% 4.5% 7.1% 4.8% 4.4% 4.9% 3.0% 4.9% 3.9% 2.6% 4.5%
江東 6.3% 4.2% 6.5% 6.5% 3.6% 6.3% 4.4% 6.8% 5.4% 6.8% 5.6%
品川 7.5% 5.5% 5.1% 3.4% 5.0% 6.5% 7.2% 3.8% 4.5% 4.5% 3.0%
目黒 4.4% 3.6% 3.4% 2.8% 3.6% 2.2% 2.0% 3.4% 3.5% 2.4% 2.6%
大田 3.8% 6.8% 8.8% 7.0% 5.0% 4.5% 5.4% 5.3% 4.8% 4.7% 4.1%
世田谷 3.1% 3.9% 4.0% 7.6% 6.3% 5.5% 4.4% 6.0% 4.3% 6.1% 3.7%
渋谷 1.9% 1.9% 2.5% 2.0% 2.8% 2.7% 3.4% 4.5% 4.1% 3.3% 4.1%
中野 6.9% 5.5% 2.3% 4.2% 4.0% 4.7% 5.0% 4.7% 3.2% 4.7% 4.5%
杉並 7.5% 2.9% 6.2% 6.5% 3.6% 4.5% 5.0% 3.8% 3.3% 4.0% 4.9%
豊島 3.1% 3.9% 4.2% 5.4% 5.6% 3.3% 7.0% 6.2% 7.2% 6.6% 4.5%
北 3.8% 3.2% 4.8% 4.2% 3.0% 3.9% 3.8% 4.3% 3.5% 4.0% 4.9%
荒川 4.4% 2.9% 4.0% 2.0% 3.6% 3.3% 3.8% 2.8% 3.9% 4.9% 3.0%
板橋 6.3% 8.4% 4.0% 4.5% 2.8% 3.1% 3.0% 3.6% 4.3% 4.5% 3.0%
練馬 3.1% 4.2% 4.5% 5.4% 4.6% 3.5% 6.2% 3.6% 4.1% 5.6% 5.2%
足立 3.1% 3.9% 5.7% 4.8% 5.2% 5.3% 4.2% 3.4% 4.8% 4.0% 6.0%
葛飾 2.5% 2.3% 3.4% 0.8% 5.6% 5.7% 4.0% 3.8% 3.2% 5.4% 4.5%
江戸川 1.3% 3.2% 3.7% 3.9% 2.6% 2.9% 2.4% 3.6% 3.0% 3.1% 3.0%
3.9% 4.1% 4.1% 4.0% 4.2% 4.2% 4.2% 4.2% 4.2% 4.2% 4.2%



























































































































































































































都政新報（各区の名称 AND 協働の記事件数（対：23 区・協働の総合計の％））      
  2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 
千代田 6 13 14 10 17 21 21 21 28 19 11 
中央 3 11 17 18 23 24 22 26 29 18 14 
港 9 19 8 18 33 28 27 23 34 22 18 
新宿 9 19 11 11 30 25 20 18 28 15 14 
文京 6 15 8 14 22 20 21 16 21 11 10 
台東 4 13 12 15 15 21 18 14 17 12 10 
墨田 12 14 25 17 22 25 15 23 21 11 12 
江東 10 13 23 23 18 32 22 32 29 29 15 
品川 12 17 18 12 25 33 36 18 24 19 8 
目黒 7 11 12 10 18 11 10 16 19 10 7 
大田 6 21 31 25 25 23 27 25 26 20 11 
世田谷 5 12 14 27 31 28 22 28 23 26 10 
渋谷 3 6 9 7 14 14 17 21 22 14 11 
中野 11 17 8 15 20 24 25 22 17 20 12 
杉並 12 9 22 23 18 23 25 18 18 17 13 
豊島 5 12 15 19 28 17 35 29 39 28 12 
北 6 10 17 15 15 20 19 20 19 17 13 
荒川 7 9 14 7 18 17 19 13 21 21 8 
板橋 10 26 14 16 14 16 15 17 23 19 8 
練馬 5 13 16 19 23 18 31 17 22 24 14 
足立 5 12 20 17 26 27 21 16 26 17 16 
葛飾 4 7 12 3 28 29 20 18 17 23 12 
江戸川 2 10 13 14 13 15 12 17 16 13 8 






                                                        
55 グラフは 1985 年から 2018 年までの各用語の頻度を示す。政府が主体となって行政需要











めていた NPO（非営利組織）の実態を調査した報告書を編纂するなど行政と NPO の「協
働」を考える取り組みに東京は積極的であった。そしてグラフは 2000 年頃となり「協働」
がまちづくりに後追いで頻出するようになる。2003 年から 2005 年にかけて頻出・頻度が
上昇し、「行政サービス」という用語の頻出傾向が減少していた。地域社会運営の中で「協
働」による運営が希求されたことを意味する。さらに『都政新報』の記事検索機能を用い














































































































































































































































                                                        

































































表 2-1 は Rhodes（1997）および Pierre and Peters（2000）をもとに 2 つに類型されるアプ
ローチに関する論者、問題設定、政府（機能）、社会アクター（機能）などの論点の違いを
まとめたものである。 
表 2-1 社会中心アプローチ vs 政府中心アプローチ 
 
  社会中心（socio-centric） 政府中心（State-centric） 
主な論者 Rhodes （1997） 
Pierre and Peters 
（2000） 
問題設定 自己組織的 ネットワークの役割 政府の役割 
政府 政府の空洞化 舵取り 
（機能） なし 目標設定・調整 
社会アクター 舵取り ステイクホルダー 
（機能） 調整 補完 























































































































































































































































































































































































































































                                                        















































































































    ２：連結型（垂直型）は Szreter and Woolcock（2004）を参照。 

















直型、以下連結型と表記）のソーシャル・キャピタルである（Szreter and Woolcock 2004：







 先行研究によれば、ガバナンスと 3 つの性質に分けられるソーシャル・キャピタルには

















出所）Gurung and Shean（2017：5）の概念図を引用し、筆者加筆85。 



























































ュース、記者、地方公務員等の代表を招き参加させた 4 つのグループの 34 人の参加者から
インタビューした結果をもとに分析を行っている。詳しくは Shih（2010：100）を参照され
たい。 




























































































































 以上の先行研究を整理すると表 2-3 に示すようにソーシャル・キャピタルとローカル・ガ
バナンスには 4 つの仮説が、そして市民に効果的な地域社会運営に関しては後述する仮説 5
が考えられる。 







連結型 【自治体に対する信頼】 ＋ （＋） 
仮説 2 橋渡し型 【一般的信頼】 （＋）   
結束型 【特定化信頼】 （＋）   
構造的 
橋渡し型 
【スポーツ・祭り（活動）】 （＋）   
仮説 3 
【シンポジウム・イベント】 ＋   
結束型 
【自治会活動】 ＋   
仮説 4 
【組織内部のつきあい】 ＋   
【住民同士つきあい】 ＋   仮説 5 
出所）筆者作成     
注）（ ）は先行研究から言及されておらず、筆者の考察から予測した傾向を示している   






















 仮説 2 と仮説 3 は認知的ソーシャル・キャピタルの効果を仮説立てしたものである。自
治体信頼や橋渡し型の要素を持つ信頼性は組織間の協調行動を促すので、協働および自治
























































































































































では、以下の図 3-1 を作成し、特別区の財政状況について言及しておきたい。図 3-1 は東




























                                                        











































































































R  0.872 －0.645 -0.507 
N  23 11 23 
行政職員数／人口（万人） 
R   0.753 注 1 -0.422 
N   11 23 
人口規模 
R －0.908 －0.887 0.813 注 1  
N 23 23 10  
人口密度／可住地面積（㎞ 2） 
R －0.543 －0.556   
N 23 23   






























となっている（図 3-3 を参照）99。 
  
















































































                                                        

















































































































































務員数の国際比較に関する調査」の数（約 538 万）に、87.5 万人の公益法人職員を合わせ




























                                                        
102 筆者は、諸変数との関係を非集計レベルによって確認するために、行政職員数を度数な 
いし値の幅に応じて 5 段階に変換している。自治会にとっては水準４が政策満足度が最も
































                                                        
104 行政媒介型組織とは「行政と市民を媒介する市民社会組織（straddling civic society）」










表 3-2 地方政府－市民社会組織関係の関係様式に関する諸変数の説明 
区分 変数 作成方法 
行政の 
外延 
自治会：   
委任事務関係 




















































自治会：   
①区との社会サービス供給の連携 
自治会の活動のうち、A.市町村（特別区に該当）と連携している活動を 1 位から 5 位まで測定。少なくとも 1 位










































表 3-3 自治会の委任事務・非営利組織の活動目的に関する変数の詳細 
    
全体 N 該当 N ％ 
行政職員数 
    水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５ 
自治会：委任事務関係           
 回覧 359 286 79.7 86.1 76.2 87.5 70.0 72.4 
 広報誌配布 359 46 12.8 6.9 4.8 5.0 23.3 25.0 
 募金活動 359 23 6.4 6.9 14.3 6.3 5.0 2.6 
 委嘱委員推薦 359 3 0.8 0.0 2.4 1.3 1.7 0.0 
 保険料とりまとめ 359 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
  その他 359 1 0.3 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0 
非営利組織：活動目的            
 会員への情報提供 590 413 70.0 54.5 67.8 70.6 73.5 80.1 
 会員の教育・訓練・研修 590 319 54.1 44.6 57.4 53.8 53.0 59.0 
 行政への主張・要求 590 190 32.2 26.8 27.0 26.1 34.9 42.9 
 啓蒙活動 590 174 174 25.0 40.0 22.7 27.7 31.1 
 会員の生活・権利の防衛 590 155 26.3 24.1 34.8 21.0 28.9 24.2 
 会員以外への情報提供 590 148 25.1 25.9 27.8 23.5 24.1 24.2 
 一般向けの無償サービス 590 145 24.6 26.8 30.4 24.4 27.7 17.4 
 一般向けの有償サービス 590 121 20.5 25.0 29.6 19.3 18.1 13.0 
 専門知識に基づく提言 590 108 18.3 18.8 20.9 12.6 20.5 19.3 
 会員への補助金の斡旋 590 68 11.5 10.7 9.6 9.2 10.8 15.5 
 会員への許認可・契約の行政上の便宜 590 51 8.6 5.4 5.2 7.6 9.6 13.7 
  他の団体や個人への資金助成 590 16 2.7 3.6 3.5 2.5 1.2 2.5 
 政治目的 590 364 61.7 56.3 68.7 52.1 59.0 68.9 
 行政の外延 590 93 15.8 12.5 11.3 15.1 13.3 23.0 





           非営利）累積度数分布に従い 5 つのスケール（20％基準）で分類、水準１：61≦（19.0％）、水準２：61-75≦（19.5％）、水
準３：75-83≦（20.2％）、水準４：84－100≦（14.1％）、水準５：100≦（27.3％）、以降の表も同様。 













                                                        




































表 3-4 地方政府に対する自治会・町内会の接触パターン 
    全体 N 該当 N ％ 行政職員数 
          水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５ 
自治会：            
 ①接触：区の職員 340 269 79.1 77.3 67.5 81.3 85.7 80.6 
 ②接触：幹部 320 141 44.1 39.8 31.6 44.9 49.1 52.2 
 少なくとも 1 つ以上（①～②：ある程度以上） 344 281 81.7 80.6 70.0 84.0 86.2 83.6 
 高水準（①～③：2/3 以上＝2 点） 344 129 37.5 33.7 27.5 38.7 41.4 43.8 
 要望の受け入れ 347 283 81.6 74.5 85 81.3 81.7 89.2 
非営利組織：                 
 ①接触：自治体 503 265 52.7 60.8  59.2  49.0  48.5  46.6  
 ②直接接触：課長 513 194 37.8 28.6  33.3  39.2  40.8  44.8  
 ③直接接触：幹部 483 129 26.7 17.6  28.7  24.7  28.4  32.1  
 少なくとも 1 つ以上（①～③：ある程度以上） 560 336 60 66.4  63.0  58.3  57.7  55.9  
 高水準（①～③：2/3 以上＝3 点） 560 88 15.7 8.4  19.4  13.9  15.4  19.7  
 相談接触：自治体 532 238 44.7 47.6  51.9  35.8  44.2  44.6  
  要望の受け入れ（政策阻止・成功） 437 134 30.7 27.1  31.5  31.9  34.9  29.4  






















































表 3-5 自治体接触、行政・議員接触パターンと行政職員数の関連性 
    全体 該当 N ％ 行政職員数 
          水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５ 
非営利組織：          
自治体との関係          
 一方向：団体 526 75 14.3 14.0 10.0 16.0 16.9 14.7 
 一方向：自治体 526 114 21.7 34.0 30.0 15.1 22.1 11.9 
 接触なし 526 213 40.5 37.0 36.0 47.2 39.0 42.0 
 双方向 526 124 23.6 15.0 24.0 21.7 22.1 31.5 
政党・議員          
 一方向：団体 520 101 19.4 21.8 18.2 14.2 25.7 19.3 
 一方向：政党 520 26 5 5.0 5.1 5.7 6.8 3.6 
 接触なし 520 264 50.8 48.5 44.4 57.5 51.4 51.4 
  双方向 520 129 24.8 24.8 32.3 22.6 16.2 25.7 
出所）同上 
注）自治体関係、政党・行政関係の 4 パタ―ン（「一方向」および「双方向」）に関するパースペクティブは森・足立（2002）に依拠している。 
 では、非営利組織の自治体接触パターンについて詳細にみていきたい。非営利組織に関
しては、前述した非営利組織から自治体に対する働きかけと、地方政府から非営利組織に






















表 3-6 市民社会組織と地方政府の協調関係と行政職員数の関連性 
    全体 該当 N ％ 行政職員数 
          水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５ 
自治会            
 ①協働 357 213 59.7 54.0 63.4 62.3 56.5 64.9 
非営利組織           
 ①東京都（協調的） 398 147 36.9 20.2 35.1 42.7 45.6 42.6 
  ②特別区（協調的） 416 209 50.2 57.8 60.5 52.3 46.6 35.6 
出所）同上         

























表 3-7 市民社会組織と地方政府の協働関係と行政職員数の関連性 
          行政職員数 
    全体 N N ％ 水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５ 
自治会                   
 ①区との社会サービス供給の連携 369 244 66.1 62.9 81.0 62.2 77.4 57.7 
 ②パブリック・コメント 304 62 20.40 17.0 16.7 20.3 24.5 24.2 
 ③懇談会への出席 329 248 75.4 70.0 74.4 76.4 77.6 80.0 
 ④モニタリング（政策監視・観察） 343 168 49.00 43.4 41.0 50.6 58.9 51.4 
 少なくとも 1 つ以上（①～④：ある程度以上） 362 331 91.4 87.5 92.7 88.6 95.1 96.1 
  高水準（①～④：2/3 以上＝3 点以上） 362 112 30.9 22.1 31.7 32.9 45.9 28.6 
非営利組織           
 ①政策執行への協力 590 117 19.8 21.4 16.5 19.3 22.9 19.9 
 ②委員派遣 590 125 21.2 20.5 20.9 24.4 19.3 20.5 
 ③モニタリング 590 52 8.8 11.6 8.7 13.4 6.0 5.0 
 ④法案作成の支援 482 34 7.1 4.1 7.4 7.2 6.1 9.4 
 ⑤専門知識の提供 484 145 30.0 23.5 37.9 25.8 35.8 29.1 
 ⑥パブリック・コメント 481 102 21.2 17.5 22.6 13.5 28.8 24.8 
 少なくとも 1 つ以上（①～⑥：ある程度以上） 590 279 47.3 49.1 53.9 46.2 49.4 41.0 
  高水準（①～⑥：2/3 以上＝4 点以上） 590 35 5.9 5.4 4.3 5.9 7.2 6.8 
出所）同上 
























区との社会サービス供給の連携が 77.4pt、パブリック・コメントは 24.5pt と最も高い。そ
して、懇談会への出席（77.6）、モニタリング（58.9）の参画比率が高水準である。 






































































































ト（3 段階）」、「③懇談会への出席（3 段階）」、「④モニタリング（3 段階）」の合計得点（最
大 12 点）のうち 7 点以上の協働関係の水準を各区の代表値として設定する107。さらに、非
営利組織は「①政策執行への協力」、「②委員派遣」、「③モニタリング」、「④法案作成の支
援」、「⑤専門知識の提供」、「パブリック・コメント」に関する指標を 2 段階尺度（1：ある
程度以上、0＝それ以下）に変換して合計した得点（最大 6 点）のうち 3 点以上の割合を分
析に用いる108。「協働関係」に設定した指標は割合が増えるほど、政策過程の各局面（実施・
形成・評価）で行われる地方政府と市民社会組織の協働関係が増していることを意味する109。 
                                                        




し全て 3 段階尺度（1=4・5 位（全くない＋あまりない）、2=3 位（ある程度）、3=1 位・2
位（頻繁である＋やや頻繁である）に変換した後、合計得点を算出している。特別区と自
治会の協働関係は平均値 5.46 点（中央値 5.00 点、最頻値 5.00）となっており正規分布をし





108 非営利組織の協働関係（最大 6 点）は平均値 0.98 点（中央値 0 点、最頻値 0 点）であ
る。第三四分位数は 2 点である。これは非営利組織の活動が単一争点的であることと関連
し、非営利組織の協働状況のうち 3 点以上の非営利組織は全体の約 15％程度（N＝88，全
体 N=604）である。但し、協働得点の中位値は 3 点であり、3 点以上の協働関係を築いて


































112 非営利組織のネットワーク管理得点は平均値 11.46 点（中央値 9 点、最頻値 9 点）、第









表 3-8 集計データに基づくローカル・ガバナンスと政策満足度の相関分析結果 
（a）自治会    （b)非営利組織   
  政策満足度 ネットワーク管理     政策満足度 ネットワーク管理 
協働 
0.797 0.473  
協働 
0.473 ― 
12 12  21   
ネットワーク管理 
0.647    
ネットワーク管理 
0.562   
11    15   




















                                                        




水準は最大 12 得点のうち 6 点以上の水準で、どのカット・オフ値を定めても効果を持つと
考えられる。 
115 参考としてネットワーク管理得点は 11 点以上の割合（0.625）においても漸近有意確率
（両側）5％水準で有意な影響を与えている。 
116 協働とネットワーク管理の関係性は「ネットワーク管理」得点が 12 点以上の割合と協












布状況についてみていきたい。なお、筆者は図 3-6 に表 3-8 の分析結果を散布図に整理し
てまとめている。しかし、その内容の全体像を掴むため、さらに図 3-5 の様に整理して具
















                                                        






ある。以上の 12 の特別区のうち 10 区についてガバナンス要因は説明が出来る。しかしな
がら、ガバナンス要因の協働やネットワーク管理が十分備わっているのに世田谷区や北区

















（a）協働（対：政策満足度―自治会）   （b）ネットワーク管理（対：政策満足度―自治会） 
 
   (c)協働（対：ネットワーク管理） 
 
 (a)協働（対：政策満足度―非営利組織）   （b）ネットワーク管理（対：政策満足度―非営利組織） 












































































表 3-9 政策関心に関する主成分分析結果 
回転後の成分行列（バリマックス回転） 
精度 
N 620     
KMO 値 0.852     
累積寄与率 54,2％     
              
  成分 
  1 2 3 4 5 6 
N 108 62 110 71 99 170 










金融 0.744 -0.041 0.047 0.213 -0.052 0.146 
通商 0.693 0.095 -0.030 0.153 0.177 0.015 
産業振興 0.678 0.047 0.090 0.109 -0.111 -0.139 
消費者 0.643 0.291 0.260 -0.171 0.096 0.001 
財政 0.380 0.005 0.299 0.249 -0.023 0.369 
平和・安全保障 0.038 0.743 0.125 0.149 0.068 0.129 
外交 0.139 0.665 0.073 0.188 0.039 -0.126 
司法・人権 0.000 0.610 0.109 0.147 0.161 0.404 
女性 0.117 0.600 0.137 -0.031 0.301 0.353 
地域開発 0.067 0.087 0.722 0.107 0.117 0.001 
地方行政 0.070 0.130 0.660 -0.035 0.117 0.218 
環境 0.127 0.141 0.581 0.216 0.172 -0.083 
土木・建設・公共事業 0.033 0.105 0.548 0.429 -0.245 -0.036 
運輸・交通 0.067 0.207 0.141 0.686 0.033 0.020 
通信・情報 0.263 0.099 0.208 0.591 0.270 0.239 
科学技術 0.197 0.117 0.039 0.579 0.387 0.074 
文教・学術・スポーツ -0.053 -0.002 0.039 0.159 0.746 -0.108 
国際交流・協力・援助 0.171 0.233 0.134 0.108 0.558 0.166 
教育 -0.100 0.342 0.268 -0.019 0.550 0.163 
厚生・福祉・医療 -0.183 0.133 -0.037 -0.014 0.087 0.731 
労働 0.208 0.240 0.064 0.281 -0.094 0.546 
団体支援 0.328 -0.081 0.358 -0.053 0.214 0.368 
固有値 2.452 2.1980 2.103 1.770 1.752 1.651 
負荷量平方和 11.145 9.990 9.560 8.046 7.965 7.505 
因子抽出法: 主成分分析  













































図 3-7 関心政策別にみた関心政策に対する政策満足度の差異 
                                                        























































表 3-10 自治体-自治会関係におけるネットワーク管理指標 
自治体-自治会関係におけるネットワーク管理指標       
  変数名 N MIN MAX M SD R 注１ 
1. 自治体が団体から自治体に対する要望のために組織に接触する 16 0 1 0.310 0.479 0.591 
2. 自治体が行政方針についての説明・説得のために組織に接触する 16 0 1 0.310 0.479 0.591 
3. 自治体が相互の意見交換のために組織に接触する 16 0 1 0.310 0.479 0.514 
4. 自治会の振興につながる支援として活動の拠点整備・提供を行う 
16 0 3 2.190 1.047 0.491 5. 自治会の振興につながる支援として助言や情報の提供を行う 
6. 自治会の振興につながる支援として行政との定期的な会合を開催する 
7. 自治体は政策・施策などを立案する際に関係者との調整により多くの時間をつかっている 16 0 6 2.380 1.668 0.197 
8. 自治体は政策・施策などを執行する際に社会の利害バランスにより重視している 16 0 6 2.380 1.821 0.491 
Cronbach's α係数注 2＝0.792、F=19.032（p＜0.01）             
出所）筆者作成       
値 1～3：4 部署（市民、環境、福祉、産業振興）の 1＝月 1 回以上、0＝半年に 1 回以上＋半年に 1 回未満の合計得点（最大 4 点） 
4～6：自治会振興政策の合計得点 
7   ：3 部署（環境、福祉、産業振興）の 1＝該当、0＝非該当の合計得点 
8～9：3 部署（環境、福祉、産業振興）の 2=該当の合計得点 
注） 1：項目合計と各項目との相関係数を指している 
 2：Cronbach'αは標準化された項目に基づいている 
表 3-11 自治体-非営利組織におけるネットワーク管理指標 
自治体-非営利組織におけるネットワーク管理指標       
  変数名 N MIN MAX M SD R 注 1 
1. 自治体は NPO・市民団体に無償での行政支援を行う 15 0 4 1.470 1.302 0.630 
2. 自治体が行政方針についての説明・説得のために組織に接触する 15 0 2 0.270 0.594 0.405 
3. 自治体が相互の意見交換のために組織に接触する 15 0 4 1.470 1.302 0.566 
４. 自治体は政策・施策などを立案する際に関係者との調整により多くの時間をつかっている 15 0 6 2.670 1.633 0.197 
5. 自治体は政策・施策などを執行する際に社会の利害バランスにより重視している 15 0 6 2.130 1.922 0.506 
6. 自治体は諸団体（NPO・市民団体含む）と接触する際に諸団体と同じくらい働きかけることが多い 15 0 10 5.400 3.376 0.720 
Cronbach's α係数注 2＝0.731、F=17.933（p＜0.01）             
出所）筆者作成       
値 1  ：4 部署（市民、環境、福祉、産業振興）の回答 1＝該当と回答した合計得点       
2～4：4 部署（市民、環境、福祉、産業振興）の 1＝半年に 1 回以上と回答した合計得点       
5～6：3 部署（環境、福祉、産業振興）の 1＝該当、0＝非該当の合計得点       
7   ：4 部署（市民、環境、福祉、産業振興）の諸団体（NPO・市民団体含む）に対する回答の 1=同じくらいの合計得点    
注） 1：項目合計と各項目との相関係数を指している           
















































































                                                        






























それぞれ、該当すると答えた回答を合算し、自治会に対しては合計 18 点評価（項目 1～3：
それぞれ１点、項目 4～6：3 点、項目 7～8：それぞれ 6 点を合算した値）、非営利組織に
対しては最大 32 点（項目 1 と 3：それぞれ 4 点、項目 2：2 点、項目 4～5：それぞれ 6 点、






























図 3-8 自治体のネットワーク管理（対活動支援（代理：ネットワーク管理）） 
                                                        
130 筆者は、自治会の自治体の活動支援評価（満足度）と前述した自治体のネットワーク管






























表 3-12 カテゴリカル回帰分析に用いる変数一覧 
【非営利組織】   





































































【自治会】    



















市民団体」と連携している活動について 1 位から 5 位ま
でを尋ねている。回答した連携活動数を連携頻度を反
映する得点（最大 5 点）と設定して、B～D の各団体の連
携頻度を全て合算した（最大 15 点）。それを２値に変換


























して、分析には 10 点以上を高水準、9 点以下を低水準と







表 3-13 カテゴリカル回帰分析結果（値：β係数） 
（a）自治会：分析結果    （b）非営利組織：分析結果  
値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意）  値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意） 
区分 
N 193  
区分 
N 311 
R2 0.272  R2 0.192 
Adj.R2 0.249  Adj.R2 0.124 
判別率 66.3%  判別率 51.8% 
従属変数 Y=政策満足度  従属変数 Y=政策満足度  
独立変数 β係数  独立変数 β係数 





協働 0.148  設立年数 0.243 
ネットワーク管理 0.355  目的：行政媒介型組織 0.114 
ネットワーク要因 他団体・連携 0.134  政治要因 自治体：働きかけ・相談 0.186 
アウトプット要因 サービスの質 0.193  ガバナンス要因 協働 0.110 出所）筆者作成    ネットワーク管理 0.218 























































































































は NPO が多く設立されている。それを踏まえると、最近設立された NPO の中でも 1990
                                                        






1945 年から 10 年間隔のスケールを用いて分析した結果と本研究の傾向に概ね違いは少な
い。 




































                                                        
















































































































































































表 4-1 市民社会組織調査から得られたソーシャル・キャピタル設問の検討 

























C.国の行政機関 同上 － 










E.裁判所 同上 〇 
F.警察署 同上 － 
G.マスコミ 同上 － 




































世代間交流 同上 － 





















1=8 割以上、2=6～8 割、3=4～6 割 
4=2～4 割、5=2 割以下 
〇 













出所）筆者作成       































































































































表 4-2 分析に用いるソーシャル・キャピタル指標の詳細 
（a）自治会に関するソーシャル・キャピタル指標 
性質 【結合型】 【橋渡し】 【結束】 【橋渡し】 【結束型】 
変数 自治体信頼 制度信頼 ネットワーク： ネットワーク： ネットワーク： つきあい 自治会活動 自治会活動 
内容 
①行政機関 ③市民団体 ⑤住民同士つきあい ⑧清掃・美化活動 ⑫スポーツ 
②地方議員 ④裁判所 ⑥つきあい（5 年前比較） ⑨見回り ⑬お祭り   
⑦新旧住民交流 ⑩防災訓練 
 
   
⑪交通安全 
 
     
出所）筆者作成 
      
(b)非営利組織に関するソーシャル・キャピタル指標  
性質 【結合型】 【橋渡し】 【結束型】 【橋渡し型】  
変数 自治体信頼 制度信頼 ネットワーク：つきあい ネットワーク：団体活動  
内容 
①首長 ④裁判所 ⑧役員と一般会員顔合わせ 一般の人々に対して  
②自治体 ⑤マスメディア ⑨一般会員同士顔合わせ ⑪懇談会・勉強会開催  
③地方議員 ⑥世論 ⑩一般会員イベント参加 ⑫シンポジウム・イベント   
⑦国際機関 







た。それによれば、表 4-3 および表 4-4 の様な主成分得点が抽出された。 
表 4-3 は自治会の調査を対象に主成分分析（バリマックス回転）を実行した結果を示して









表 4-3 自治会の主成分分析結果－SC 変数の統合 
回転後の成分行列：バリマックス回転    
精度 
N 369 




1 2 3 
NW：自治会活動 信頼 近隣 SC NW：つきあい 
加入世帯活動：見回り 0.850 0.058 0.014 
加入世帯活動： 防災訓練 0.787 0.053 0.220 
加入世帯活動：交通安全 0.771 0.054 0.215 
加入世帯活動：清掃・美化・リサイクル 0.742 0.065 -0.064 
加入世帯活動：スポーツ・レクリエーション 0.605 0.021 0.270 
加入世帯活動：お祭り 0.578 0.037 0.417 
信頼：市町村議会議員 0.039 0.742 0.138 
信頼：裁判所 0.024 0.710 -0.008 
信頼：行政機関 0.007 0.687 0.204 
信頼：市民団体 0.106 0.635 -0.080 
つきあい：住民同士つきあい 0.076 0.006 0.715 
つきあい：住民のつきあい（5 年前と比較） 0.167 0.028 0.659 
つきあい：新旧住民の交流 0.168 0.175 0.646 
固有値 3.260 1.977 1.775 
負荷量平方和（％） 25.1％ 15.2％ 13.7％ 
因子抽出法: 主成分分析        




















表 4-4 非営利組織の主成分分析結果－SC 変数の統合 
回転後の成分行列：バリマックス回転     
精度 
N 594 











信頼性：首長 0.884 0.191 0.056 0.117 
信頼性：自治体 0.821 0.235 0.044 0.105 
信頼席：地方議員・政党 0.813 0.232 0.110 0.051 
信頼性：世論 0.202 0.851 0.052 0.104 
信頼性：マスメディア 0.096 0.841 0.057 0.094 
信頼性：国際機関 0.417 0.674 -0.027 0.006 
信頼性：裁判所 0.527 0.629 0.012 -0.026 
つきあい：役員と一般会員が顔を合わせる 0.020 0.046 0.895 0.060 
つきあい：一般会員同士が顔を合わせる 0.015 -0.002 0.890 0.072 
つきあい：一般会員のイベント参加 0.184 0.052 0.638 0.361 
団体活動：シンポジウム・イベント 0.137 0.048 0.159 0.877 
団体活動：懇談会・勉強会 0.034 0.093 0.134 0.875 
固有値 2.672 2.444 2.068 1.721 
負荷量平方和 22.30% 20.40% 17.20% 14.30% 
因子抽出法: 主成分分析      






























織信頼」も最大 10 点、「ネットワーク（つきあい）」は最大 14 点、ネットワーク（自治会
活動）の「結束型自治会活動」は最大 20 点、橋渡し型活動は最大 10 点となっている。非
営利組織データから得られた「自治体信頼」は最大 15 点、「組織信頼」は最大 20 点、「ネ
ットワーク（組織内部つきあい）」は最大 15 点、ネットワーク（団体活動）の「橋渡し型
団体活動」は最大 10 点となっている。非集計データの詳細は以下に示す表 4-5 の通りであ
る。ソーシャル・キャピタル変数を作成するにあたって、統合する変数の数が異なるので、
地域差を検討する際には標準化スコアを別に作成して値の間隔を調整する必要がある。 
表 4-5 記述統計（１）ソーシャル・キャピタルに関する変数（非集計） 
区分 
自治会 非営利組織 
信頼 ネットワーク 信頼 ネットワーク 










全体 N 369 369 369 369 369 604 604 604 604 
有効 N 351 269 368 347 354 468 418 573 564 
欠損値 18 100 1 22 15 136 186 31 40 
平均値 6.89 5.40 10.26 4.73 8.02 7.36 8.85 9.52 4.70 
中央値 7 6 10 5 7 8 9 9 5 
最頻値 7 6 10 4 4 9 12 9 6 
標準偏差 1.76 1.79 2.13 2.05 3.63 2.89 3.41 2.58 2.09 
第一四分位 6 4 9 3 5 5 6 8 3 
第三四分位 8 7 12 6 10 9 12 11 6 





タル変数の Z スコアを算出し、標準化得点による比較を行っている142。 
                                                        





























表 4-6 記述統計（２）ソーシャル・キャピタルに関する変数（区別集計） 
（a） 自治会のソーシャル・キャピタル変数（記述統計） 
  自治体信頼 制度信頼  NW：つきあい  ネットワーク：自治会活動（橋渡し） 
ネットワーク：自治
会活動（結束型） 
 N Z 値 N Z 値 N Z 値 N Z 値 N Z 値 
23 区合計 351 0.000 269 0.000 368 0.000 347  354 0.000 
文京区 25 -0.348 15 -0.372 27 -0.174 26 0.020 26 -0.197 
墨田区 29 -0.194 18 -0.223 30 0.020 29 0.318 29 0.203 
江東区 37 0.320 29 0.086 41 0.131 41 0.228 42 0.217 
目黒区 9 -0.066 7 0.257 9 0.140 9 0.078 9 -0.251 
大田区 40 0.287 30 0.132 43 -0.034 40 0.059 41 -0.127 
世田谷区 32 0.113 25 0.203 32 0.114 31 -0.514 31 -0.139 
中野区 12 0.343 10 0.001 12 -0.082 11 -0.134 11 0.244 
杉並区 21 -0.075 17 0.172 21 0.013 18 -0.873 19 -0.644 
北区 17 0.160 14 -0.183 19 -0.171 18 0.160 19 0.342 
板橋区 26 -0.267 20 0.001 27 0.070 26 -0.037 26 -0.197 
足立区 69 -0.121 55 0.022 73 -0.018 66 0.207 69 0.137 
葛飾区 34 -0.057 29 -0.184 34 -0.038 32 -0.143 32 0.020 
出所）筆者作成          
注）値（太文字）は 23 区合計が基準値で高いほど太文字で表記（23 区合計値が負の数であるとき 0 点以上を基準） 
（b）非営利組織のソーシャル・キャピタル（記述時計） 
所在地 自治体信頼 制度信頼 ネットワーク：つきあい（組織内部） ネットワーク：団体活動 
  N Z 値 N Z 値 N Z 値 N Z 値 
23 区合計 468 0.103 418 -0.141 573 0.060 564 -0.043 
千代田区 51 0.044 45 -0.175 60 -0.067 60 -0.006 
中央区 37 -0.168 31 -0.235 48 0.044 46 -0.476 
港区 32 -0.136 30 -0.230 44 -0.169 44 -0.277 
新宿区 34 -0.233 31 -0.424 43 -0.248 40 -0.212 
文京区 23 0.251 23 0.045 26 0.282 24 0.073 
台東区 23 0.128 23 0.081 32 0.192 30 -0.239 
墨田区 14 -0.025 13 -0.293 18 -0.364 20 -0.224 
江東区 14 0.101 12 0.062 19 0.199 19 -0.193 
品川区 20 0.310 18 -0.255 23 0.304 24 0.073 
目黒区 10 0.504 8 -0.066 14 0.052 14 0.252 
大田区 22 0.071 18 -0.147 21 0.132 22 0.071 
世田谷区 22 0.087 20 -0.114 29 0.045 29 0.355 
渋谷区 20 0.240 20 -0.170 25 -0.105 25 0.073 
中野区 13 -0.025 12 -0.008 14 0.640 13 0.611 
杉並区 21 0.143 16 -0.170 26 0.124 24 0.035 
豊島区 20 0.575 17 0.227 23 0.174 20 0.542 
北区 6 -0.084 7 -0.379 10 0.052 10 -0.089 
荒川区 12 0.151 10 -0.212 12 0.083 11 -0.236 
板橋区 9 0.171 7 -0.618 13 0.066 13 0.161 
練馬区 24 0.078 20 -0.142 26 0.411 30 -0.134 
足立区 20 0.222 18 -0.069 22 -0.033 24 -0.096 
葛飾区 9 1.034 8 0.039 12 0.675 9 0.792 
江戸川区 12 0.210 11 0.153 13 -0.164 13 -0.463 
出所）筆者作成        






























































































































5 点以上の割合、「制度信頼」は合計得点（最大 10 点）の 5 点以上の割合を用いている。
さらに「ネットワーク（つきあい）」を意味する住民同士つきあいの変数は合計得点（最大
15 点）のうち 8 点以上の割合を用いており、自治会活動のうち橋渡し型自治会活動は合計
得点（10 点）のうち 9 点以上、結束型自治会活動は合計得点（最大 15 点）のうち 13 点以
上の割合を分析に用いている。 
一方で非営利組織の団体・組織リーダーの評価に基づく「自治体信頼」は合計得点（最
大 15 得点）のうち 12 点以上の割合を分析に用いており、「制度信頼」は合計得点（最大
20 点）のうち 14 点以上の割合を、「組織内部のつきあい」は合計得点（15 点）のうち 13







表 4-7 自治会の相関分析結果 
  自治会 政策満足度 政策過程への参画度合い 
ネットワーク 
管理（割合） 
自治体信頼 0.688 0.761 0.683 
11 11 12 
制度信頼 0.690 0.450   
12 12   
ネットワーク（つきあい） 0.632 0.669 0.663 
12 11 12 
橋渡し型自治会活動       
      
結束型自治会活動 
 0.633 0.674 





















のつきあい得点の区別平均は 10.26 点となっており中央値は 10 点であるから 5 点および 6





























                                                        
147 政策満足度と住民同士つきあいの関係は表 4-7に掲載した結果に加えて 9点以上の割合
（0.545）、10 点以上の割合（0.642）、10 点以上の割合（0.642）、12 点以上の割合（0.520）
を算出した場合に統計的に有意な結果が認められる。これはどの比率を用いてもおおよそ
同程度の相関性が結果としてられることを意味している。 
148 住民同士のつきあいと協働の関係は表 4-7 に掲載した結果に加えて住民同士つきあい
が 9 点以上の割合（0.710）、10 点以上の割合（0.535）と同程度の相関性が統計的に認めら
れる。 
149 協働に対しては 5 点以上の割合に加えて 6 点以上の割合（0.614）、7 点以上の割合（0.524）、
北区を除いた 8 点以上の割合（0.669）とも相関性が認められる。 


















































図 4-1 自治会のガバナンス要因とソーシャル・キャピタルの整理 
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自治体信頼（割合） 0.579 0.497 0.602 
23 23 12 
制度信頼（割合） 0.652 
   
23    
ネットワーク（組織内部つきあい） 0.487 0.433 0.529 
23 23 15 
ネットワーク（橋渡し型団体活動） 0.650 0.455 0.533 
23 23 14 
出所）筆者作成 






接に関係している。表 4-8 には他の変数との関連性の兼ね合いから最大合計得点が 15 点の











                                                        
152 結果を要約すると政策満足度と自治体信頼の集計結果は 7 点以上（0.523）、8 点以上


































                                                        
155 制度信頼は区別集計の基準が 16 点以上の場合であるとき、政策満足度（0.578）と協働
（0.424）と統計的に有意な相関関係が認められる。またさらに区別集計の基準を厳しくす
ると 18 点以上の割合と協働水準（0.468）には有意な相関関係が認められる。但し、非営
利組織の「制度信頼」の平均値は 8.85 点、第三四分位は 12 点となっており、それ以降と
なると区別集計結果に 0％が増えるため分析結果の解釈が複雑であり、相関係数が低くな




































（b）の整理によると、団体活動の説明力は自治体信頼よりも高い。A と B に括られた特
別区の数は多く、23 区のうち 12 の特別区の差異を説明できている。加えて組織内部つき
あいの効果をあわせると D を、そして橋渡し型団体活動の効果をあわせると C の特別区の























































   （a）自治体信頼（対：政策満足度）         (b)制度信頼（対：政策満足度） 
 







    （f）自治体信頼（対：協働）             (g)制度信頼（対：協働） 
  
   （i）NW：つきあい（対：協働）       （j）NW：自治会活動（結束型）（対：協働） 
図 4-4 ソーシャル・キャピタルとローカル・ガバナンス変数の散布図―自治会（２） 
  
   （a）自治体信頼（対：政策満足度）             (b)制度信頼（対：政策満足度） 



































に示したソーシャル・キャピタルの仮説 2～仮説 5 に関するローカル・ガバナンス促進仮
説を検証する。そこで、カテゴリカル回帰分析に用いる変数のうち、従属変数には本項で
は協働、ネットワーク管理の指標を設定する159。独立変数にはソーシャル・キャピタルに
関する変数を設定し、加えて統制要因としては 3 章の分析で用いた方法と同様で表 4-9 に
示している自治会と非営利組織の属性要因と政治的要因を分析に組み込んで分析を行って
いる。以降では、本分析から得られたカテゴリカル回帰分析の結果について詳述する。






表 4-9 本章のカテゴリカル回帰分析に用いる変数一覧 
【非営利組織】   






5 段階尺度を 3 段階尺度に変換 

























1=1910 年以前、2=1910 年代 
3=1920 年代、4=1930 年代、 
4=1940 年代、5=1950 年代 
6=1960 年代、7=1970 年代 




























































【非営利組織】   
変数 値 作成方法 
SC 
要因 























【自治会】    















す変数の合算作業を行っている。合計 12 得点のうち 2=高水
準（8 点以上）、1=低水準（7 点以下）の変数を作成した。 





る。上記 3 変数（5 段階尺度）を合算して最大 15 得点のネット
ワーク管理指標を作成した。そして、分析には 10 点以上を高




































携している活動について 1 位から 5 位までを尋ねている。回
答した連携活動数を連携頻度を反映する得点（最大 5 点）と
設定して、B～D の各団体の連携頻度を全て合算した（最大
15 点）。それを２値に変換する作業を行い、本分析では 5 点



















































































表 4-10 自治会のカテゴリカル回帰分析結果（Y=ガバナンス要因） 
(a)自治会の分析：モデル（Y=協働）  （b）自治会の分析：モデル（Y=ネットワーク管理） 
値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意）  値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意） 
区分 
N 296  
区分 
N 304 
R2 0.145  R2 0.124 
Adj.R2 0.118  Adj.R2 0.098 
判別率 85.8%  判別率 62.2% 
従属変数 Y=協働  従属変数 Y=ネットワーク 管理 
独立変数 β係数  独立変数 β係数 
属性要因 世帯加入率 0.115  政府要因 政府規模 0.092 
政治要因 
協調関係：特別区 0.064  政治要因 直接接触：職員＋幹部 0.18 
交際関係：政治団体役員 0.115  ガバナンス要因 協働 0.151 
ガバナンス要因 ネットワーク管理 0.113  
SC 要因 自治体信頼 0.170 ネットワーク要因 他団体・連携 0.216  NW：つきあい 0.224 
SC 要因 
自治体信頼 0.048  出所）筆者作成  
 
NW：つきあい 0.065     
NW：自治会活動（結束型） 0.140     
出所）筆者作成      
 






















































































































































































表 4-11 非営利組織のカテゴリカル回帰分析結果（Y=ガバナンス要因） 
値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意）  値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意） 
区分 
N 309  
区分 
N 271 
R2 0.352  R2 0.088 
Adj.R2 0.294  Adj.R2 0.039 
判別率 71.4%  判別率 80.4% 
 Model3   Model4 
従属変数 Y=協働  従属変数 Y=ネットワーク管理 
独立変数 β係数  独立変数 β係数 
属性要因 関心政策 0.144 
 
属性要因 関心政策 0.131 設立年数 0.222  目的：行政媒介型 0.103 
政治要因 
協調関係：特別区 0.094  政治要因 自治体：働きかけ・相談 0.141 自治体：働きかけ・相談 0.264  議員：働きかけ・相談 0.080 
要望の受け入れ 
：政策実施・成功 0.169 
 ガバナンス要因 協働：法案作成支援 0.150 
SC 要因 
自治体信頼 0.093  SC 要因 自治体信頼 0.167 
NW：団体活動（結束型） 0.122  出所）筆者作成   
NW：団体活動（橋渡し型） 0.187     
出所）筆者作成       















































いという傾向が示された。そして 10 年間隔のスケールに関わらず 1940 年代から 1960 年代
に設立された非営利組織の協働水準は高い。1940 年代から 1950 年代にかけて設立された団
体は辻中・森（2010：40-41）によれば「戦後―高度成長期優位型」の形成パターンをとっ

















対して仮説 2 は自治体信頼に支持され、仮説 5 は団体活動に総じて支持されている。 
 
出所）筆者作成 































































































に対する仮説 3 は自治体信頼について支持された。 
 
出所）筆者作成 







































表 4-12 市民社会組織のカテゴリカル回帰分析結果（Y=政策満足度） 
(a)自治会 値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意）  （b）非営利組織 値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意） 
区分 
N 216  
区分 
N 267 
R2 0.322  R2 0.270 
Adj.R2 0.285  Adj.R2 0.191 
判別率 62.5%  判別率 58.4% 
 Model5   Model6 
従属変数 Y=政策満足度  従属変数 Y=政策満足度 
独立変数 β係数  独立変数 β係数 
政府要因 政府規模 0.105  
属性要因 
関心政策 0.179 
属性要因 世帯加入率 0.145  設立年数 0.285 




協働 0.103  情報源 0.187 
ネットワーク管理 0.295  
ガバナンス要因 
協働 0.137 
ネットワーク要因 他団体・連携 0.129  ネットワーク管理 0.246 








NW：つきあい 0.134  出所）筆者作成   
NW：自治会活動 
（結束型）交通安全 
0.117     





散の 3 割程度を説明できており判別率は 62.5％を示すので、統計的に一定の妥当性が得ら
れている。また、表 4-12（b）の分析結果も同様、統計的に一定の妥当性が得られよう。Model5
と Model6 は自治会および非営利組織の分析結果を示しており、R2＝0.270（Adj.R2＝0.191）、
























































































































を支持している。そして、橋渡し型団体活動は協働を経て仮説 6 を支持している。 








































































 表 4-13 本章における仮説の検証結果 
  非集計データ分析結果 
  ガバナンス要因 ガバナンスの質 
   協働 ネットワーク 管理 政策満足度 
自治会 
自治体信頼 〇 〇 〇 
制度信頼 - - - 
NW：つきあい 〇 〇 〇 
NW：自治会活動（結束型） 〇 - 〇 
NW：自治会活動（橋渡し型） - - - 
非営利 
組織 
自治体信頼 〇 〇 〇 
制度信頼 - - - 
NW：団体活動（結束型） 〇 - - 
NW：団体活動（橋渡し型） 〇 - 〇 
出所）筆者作成 
注）〇＝カテゴリカル回帰分析：漸近有意確率（両側）5％水準有意 


















































                                                        











































 まずは仮説 2 および仮説 3 に対して自治体信頼が有効であることを示している。つまり、















































単位 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
文京区 21.1 34.6 18.2 88.0 46.7 88.9 11.5 26.9 
墨田区 15.4 33.3 8.0 82.8 66.7 83.3 17.2 48.3 
江東区 33.3 51.2 23.1 94.6 65.5 90.2 19.0 39.0 
目黒区 50.0 55.6 25.0 100.0 85.7 100.0 11.1 33.3 
大田区 36.4 48.8 21.4 95.0 76.7 90.7 9.8 35.0 
世田谷区 25.0 53.1 22.2 93.8 80.0 90.6 16.1 16.1 
中野区 22.2 41.7 10.0 100.0 70.0 91.7 0.0 36.4 
杉並区 35.0 47.6 14.3 90.5 76.5 95.2 10.5 0.0 
北区 26.7 68.4 25.0 100.0 50.0 94.7 21.1 50.0 
板橋区 38.1 56.0 8.3 76.9 70.0 85.2 11.5 42.3 
足立区 20.4 38.6 15.6 87.0 69.1 87.7 13.0 48.5 
葛飾区 22.6 47.1 12.5 88.2 65.5 88.2 9.4 37.5 
出所）筆者作成        
値）政策満足度           ＝満足＋やや満足の割合 
  協働               ＝モニタリング（3 段階）＋懇談会（3 段階）、パブリック・コメント（3 段階）、特別区との社会サービス連携得点（3 段階）の合計得点 6 点以上の割合 
  ネットワーク管理      ＝自治会に対する特別区の対応指標のうち、情報提供（5 段階）、誠実な対応（5 段階）、協議の場の提供（5 段階）の合計得点 12 点以上の割合 
  自治体信頼         ＝行政、地方議員に対する信頼性の合計得点 5 点以上の割合 
  制度信頼             ＝裁判所、市民団体に対する信頼性の合計得点 5 点以上の割合 
  住民同士つきあい     ＝住民同士つきあい、住民同士つきあい（5 年前比較）、新旧住民の交流の合計得点 8 点以上の割合 
  結束型自治会活動     ＝加入世帯活動のうち清掃・美化リサイクル活動・見回り、防災訓練、交通安全への参加頻度（5 段階）の合計得点 13 点以上の割合 





協働 ネットワーク管理 自治体信頼 制度信頼 組織内部つきあい 橋渡型団体活動 
単位 （％） （％） （得点） （％） （％） （％） （％） 
千代田区 3.8 15.2 9.0 5.9 0.0 6.7 3.3 
中央区 5.3 12.2 - 5.4 3.2 10.4 0.0 
港区 2.9 21.7 - 3.1 6.7 4.5 0.0 
新宿区 2.6 13.3 9.0 2.9 0.0 2.3 0.0 
文京区 0.0 23.1 11.0 0.0 0.0 15.4 0.0 
台東区 8.0 18.2 15.0 4.3 4.3 9.4 3.3 
墨田区 12.5 5.0 9.0 7.1 7.7 5.6 5.0 
江東区 6.3 10.0 7.0 0.0 8.3 5.3 0.0 
品川区 5.6 19.2 2.0 20.0 11.1 17.4 0.0 
目黒区 11.1 26.7 8.0 10.0 12.5 7.1 0.0 
大田区 4.8 13.6 - 4.5 0.0 9.5 4.5 
世田谷区 8.3 17.2 12.0 9.1 0.0 13.8 6.9 
渋谷区 0.0 11.5 - 5.0 0.0 8.0 0.0 
中野区 9.1 21.4 11.0 7.7 8.3 14.3 7.7 
杉並区 15.0 7.7 26.0 4.8 0.0 11.5 4.2 
豊島区 15.0 16.7 3.0 20.0 17.6 8.7 10.0 
北区 0.0 10.0 18.0 0.0 0.0 10.0 0.0 
荒川区 0.0 0.0 - 8.3 0.0 8.3 0.0 
板橋区 10.0 7.1 26.0 0.0 0.0 0.0 7.7 
練馬区 7.1 6.5 - 4.2 5.0 26.9 0.0 
足立区 5.3 12.5 10.0 15.0 11.1 9.1 0.0 
葛飾区 25.0 33.3 21.0 33.3 12.5 41.7 22.2 
江戸川区 23.1 7.7 17.0 8.3 18.2 15.4 0.0 
出所）筆者作成 
値）政策満足度          ＝かなり満足＋満足の割合 
  協働               ＝行政組織に対する非営利組織の「法案作成の支援」、「専門知識の提供」、「パブリック・コメント」、自治体との関係のう 
ち、政策執行への協力、委員の派遣、モニタリングの得点（合計 6 得点）のうち 3 点以上の割合 
  ネットワーク管理      ＝前章で取り上げたネットワーク管理（非営利組織）得点 
  自治体信頼          ＝首長、自治体、地方議員に対する信頼性（合計 15 得点）のうち 12 点以上の割合 
  制度信頼            ＝裁判所、マスメディア、国際機関に対する信頼の合計得点（20 点）のうち 14 点以上の割合 
  橋渡型団体活動      ＝一般の人々向けの懇談会・勉強会の主催、シンポジウム・イベントの開催を行う頻度の合計得点（10点）のうち、9点以上
の割合 











     出所）筆者作成 
図 4-12 非営利組織のソーシャル・キャピタルとコミュニティ（歴史）・社会地区170 
 


















































































































































的な地域社会運営をもたらす総計 6 つの仮説を第 2 章で提示した。 

























































































































































































































目黒区 50.0 55.6 25.0 100.0 100.0 11.1 
ガバナンス良好・SC 高水準型 
仮説 1,2,3,4,6 
支持 大田区 36.4 48.8 21.4 95.0 90.7 9.8 
江東区 33.3 51.2 23.1 94.6 90.2 19.0 ガバナンス良好・高信頼型 
仮説 1,2,3,5,6 
支持 
板橋区 38.1 56.0 8.3 76.9 85.2 11.5 協働・自治会活動型 仮説 1,5,6 支持 
杉並区 35.0 47.6 14.3 90.5 95.2 10.5 つきあい高水準型 仮説外経路（※） 
中間 
世田谷区 25.0 53.1 22.2 93.8 90.6 16.1 
ガバナンス良好・SC 高水準型 仮説 1,2,3,4,5,6 






文京区 21.1 34.6 18.2 88.0 88.9 11.5 協働不足・SC 低水準型 仮説 1,2,4,6 支持 
中野区 22.2 41.7 10.0 100.0 91.7 0.0 協働不足・団体活動不足型 仮説 1,5,6 支持（※） 




足立区 20.4 38.6 15.6 87.0 87.7 13.0 
葛飾区 22.6 47.1 12.5 88.2 88.2 9.4 
出所）筆者作成 
注）全体平均（江戸川区、葛飾区の値を外して計算）、集計分析に用いた指標を利用、網掛けは「平均以上」を示す。 
表 5-2 非営利組織の政策満足度、ガバナンス、ソーシャル・キャピタルの関係整理 
政策満足度 
類型 









全体平均 6.3 13.8 11.7 6.5 2.5 
地域社会運営
良好型 
葛飾区 25.0 33.3 21.0 33.3 22.2 
ガバナンス良好・SC 高水準型 仮説 1,2,3,5,6 支持 世田谷区 8.3 17.2 12.0 9.1 6.9 
台東区 8.0 18.2 15.0 4.3 3.3 
豊島区 15.0 16.7 3.0 20.0 10.0 
協働・SC 高水準型 仮説 1,2,5,6 支持 
中野区 9.1 21.4 11.0 7.7 7.7 
目黒区 11.1 26.7 8.0 10.0 0.0 協働・自治体信頼型 仮説 1,5,6 支持 
江戸川区 23.1 7.7 17.0 8.3 0.0 ネットワーク管理・自治体信頼型 仮説 1,3,6 支持 
杉並区 15.0 7.7 26.0 4.8 4.2 
ネットワーク管理・団体活動型 仮説外効果（※） 
板橋区 10.0 7.1 26.0 0.0 7.7 
墨田区 12.5 5.0 9.0 7.1 5.0 SC 高水準型 仮説外効果（※） 
練馬区 7.1 6.5   4.2 0.0   仮説外効果（※） 
地域社会運営 
停滞型 
千代田区 3.8 15.2 9.0 5.9 3.3 
ネットワーク管理不足・自治体信頼不足型 仮説 1,3,6 支持 港区 2.9 21.7 － 3.1 0.0 
文京区 0.0 23.1 11.0 0.0 0.0 
品川区 5.6 19.2 2.0 20.0 0.0 ネットワーク管理不足・団体活動不足型 仮説外効果（※） 
北区 0.0 10.0 18.0 0.0 0.0 協働不足・SC 低水準型 仮説 1,2,5,6 支持 
足立区 5.3 12.5 10.0 15.0 0.0 
ガバナンス停滞・団体活動停滞型 仮説 1,3,5,6 支持 
荒川区 0.0 0.0 － 8.3 0.0 
大田区 4.8 13.6 － 4.5 4.5 ガバナンス停滞・自治体信頼不足型 仮説 1,2,3,6 支持 
江東区 6.3 10.0 7.0 0.0 0.0 
ガバナンス停滞・SC 低水準型 仮説 1,2,3,5,6 支持 
中央区 5.3 12.2 － 5.4 0.0 
新宿区 2.6 13.3 9.0 2.9 0.0 
渋谷区 0.0 11.5 － 5.0 0.0 
出所）筆者作成        
注）値：集計分析に用いた変数を表記している。網掛けは各変数の「平均以上」を示す。  

















































































































































『23 区格差』、昼間・鈴木（2016）による『東京 23 区の教育格差』、そして、岡島（2017）
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付表 1 統合作業の変数一覧 
設問表 変数項目 
社会団体調査 NPO 調査 統合作業
備考 
非営利組織データ 






 設立年 Q2 西暦記入 Q2 西暦記入 なし 西暦記入 
個人会員数（設立時） Q4-1 人数 Q5-1 人数 なし 人数 
 団体会員数（設立時） Q4-2 人数 Q5-2 人数 なし 人数 
 団体会員所属者数（設立時） Q4-3 人数 Q5-3 人数 なし 人数 
 個人会員数（現在） Q4-4 人数 Q5-4 人数 なし 人数 
 団体会員数（現在） Q4-5 人数 Q5-5 人数 なし 人数 
 団体会員所属者数（現在） Q4-6 人数 Q5-6 人数 なし 人数 
 常勤スタッフ数 Q6-1 人数 Q6-1 人数 なし 人数 
 非常勤スタッフ数 Q6-2 人数 Q6-2 人数 なし 人数 


































































































意見：B.行政は能率より調整 Q13-2 同上 Q14-2 同上   同上 
意見：C.主要課題は所得格差の是正 Q13-3 同上 Q14-3 同上   同上 
意見：D.国の経済への関与の縮小 Q13-4 同上 Q14-4 同上   同上 
意見：E..非効率部分の過剰保護 Q13-5 同上 Q14-5 同上   同上 
意見：F.主要課題は地域間格差の是正 Q13-6 同上 Q14-6 同上   同上 
意見：G.経済成長より環境保護の政治 Q13-7 同上 Q14-7 同上   同上 
意見：H.国民の政治参加拡大 Q13-8 同上 Q14-8 同上   同上 
意見：I.安全のための自由制限 Q13-9 同上 Q14-9 同上   同上 
意見：J.権限の自治体への委譲 Q13-10 同上 Q14-10 同上   同上 
意見：K.国や自治体への国民の意見の反映 Q13-11 同上 Q14-11 同上   同上 




















































接触：1.国会議員 Q16-1 1=該当、0＝非該当 Q17-1 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
接触：2.中央省庁課長以上 Q16-2 1=該当、0＝非該当 Q17-2 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
接触：3.地方議員 Q16-3 1=該当、0＝非該当 Q17-3 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
接触：4.自治体幹部 Q16-4 1=該当、0＝非該当 Q17-4 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
接触：5.自治体課長以上 Q16-5 1=該当、0＝非該当 Q17-5 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
接触：6.新聞記者 Q16-6 1=該当、0＝非該当 Q17-6 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
接触：7.テレビ記者 Q16-7 1=該当、0＝非該当 Q17-7 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
国との関係：許認可 Q17-1 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
国との関係：法的規制 Q17-2 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
国との関係：行政指導受ける Q17-3 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
国との関係：意見交換 Q17-5 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
国との関係：ポスト提供 Q17-9 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
国との関係：政策提言   - Q18-1 1=該当、0＝非該当 除外 除外 
国との関係：有償委託業務   - Q18-2 1=該当、0＝非該当 除外 除外 
国との関係：フォーラムイベント共同運営   - Q18-3 1=該当、0＝非該当 除外 除外 
国との関係：政策決定・予算活動への支持・協力 Q17-4 1=該当、0＝非該当 Q18-4 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
国との関係：無償で行政支援   - Q18-6 1=該当、0＝非該当 除外 除外 
国との関係：政策執行への協力 Q17-6 1=該当、0＝非該当 Q18-5 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
国との関係：委員の派遣 Q17-7 1=該当、0＝非該当 Q18-7 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
国との関係：モニタリング Q17-8 1=該当、0＝非該当 Q18-8 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
自治体との関係：許認可 Q17-10 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
自治体との関係：法的規制 Q17-11 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
自治体との関係：行政指導受ける Q17-12 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
自治体との関係：意見交換 Q17-14 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
自治体との関係：ポスト提供 Q17-18 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
自治体との関係：政策提言   - Q18-9+17 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 除外 除外 
自治体との関係：有償委託業務   - Q18-10+18 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 除外 除外 
自治体との関係：フォーラムイベント共同運営   - Q18-11+19 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 除外 除外 
自治体との関係：政策決定・予算活動への支持・協力 Q17-13 1=該当、0＝非該当 Q18-12+20 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
自治体との関係：無償で行政支援   - Q18-14+22 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 除外 除外 







自治体との関係：委員の派遣 Q17-16 1=該当、0＝非該当 Q18-15+23 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 1=該当、0＝非該当 
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































政策実施・阻止の経験 Q35-1 1=経験あり、2=経験なし Q34-1 1=経験あり、2=経験なし なし 1=経験あり、2=経験なし 
国政実施の成功 Q35-2 1=経験あり、2=経験なし Q34-2 1=経験あり、2=経験なし なし 1=経験あり、2=経験なし 
国政阻止の成功 Q35-3 1=経験あり、2=経験なし Q34-3 1=経験あり、2=経験なし なし 1=経験あり、2=経験なし 
自治体政策実施の成功 Q35-4 1=経験あり、2=経験なし Q34-4 1=経験あり、2=経験なし なし 1=経験あり、2=経験なし 





























































































































































































































農林漁業従事者割合 Q40-1 ％記入 Q43-1 ％記入 なし ％記入 
会社経営者・自営業者割合 Q40-2 ％記入 Q43-2 ％記入 なし ％記入 
常勤被雇用者割合 Q40-3 ％記入 Q43-3 ％記入 なし ％記入 
専門職割合 Q40-4 ％記入 Q43-4 ％記入 なし ％記入 
退職者割合 Q40-5 ％記入 Q43-5 ％記入 なし ％記入 
主婦割合 Q40-6 ％記入 Q43-6 ％記入 なし ％記入 
学生割合 Q40-7 ％記入 Q43-7 ％記入 なし ％記入 












収入内訳：会費・入会金（単位：万円） Q41-1 数値 Q45-1 数値 なし 数値 
収入内訳：事業収入（単位：万円） Q41-2 数値 Q45-2 数値 なし 数値 
収入内訳：委託手数料（単位：万円） Q41-3 数値 Q45-3 数値 なし 数値 
収入内訳：行政の補助金（単位：万円） Q41-4 数値 Q45-4 数値 なし 数値 
収入内訳：募金・補助金（単位：万円） Q41-5 数値 Q45-5 数値 なし 数値 
収入内訳：その他（単位：万円） Q41-6 数値 Q45-6 数値 なし 数値 




































回答者イデオロギー Q44 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に協調的 Q48 
1=非常に対立的、4=中間、7=非常に
協調的 なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=非常に
協調的 
 
